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1

(1)
大洋工業株式会社
代表取締役社長　　澤田　仁

(2)
本社 〒950-1148

新潟県新潟市中央区上沼707番地3
TEL　：　（025）281-9001　　 FAX　：　（025)281-9007
Ｅ-mail ：　taiyopp@theia.ocn.ne.jp　

(3)
環境管理責任者　：渡邉　忍　 

TEL　：　（025）281-9001　　 FAX　：　（025）281-9007
Ｅ-mail ：　taiyopp@theia.ocn.ne.jp　

(4) 事業内容
・管工事(空気調和設備工事、恒温恒湿設備工事、給排水衛生設備工事、

　　下水道浄化槽工事）
・建築工事
・土木工事
・水道施設工事
・消防施設工事
・機械器具設置工事

(5) 対象範囲及びレポートの対象期間

(6)

(7) 資本金　　　　　　4,000   万円
法人設立年月日

(8) 環境負荷の実績

項　　　　目 単位
2020年度

(2019年12月～2020年
11月）

2021年度
(2020年12月～2021年

11月）

2022年度
(2021年12月～2022年

11月）

256 256 256

倉庫床面積 ㎡ 13 13 13

事務所床面積 ㎡

26 28

売上高 百万円 982 690 1,067

2022年度
(2021年12月～2022年

11月）

工事件数 件 529 594 509

従業員数 人 25

水資源投入量 ㎥ 296 274 258

46,360 48,329 49,968

28,184 32,163 31,944

二酸化炭素排出量 kg-CO2

電力使用量 kWh

資機材置場 ㎡ 33 33 33

昭和36年5月1日

レポートの対象期間は2021年12月～2022年11月（レポート発刊日：2023年1月13日）

事業の規模

項　　　　目 単位
2020年度

(2019年12月～2020年
11月）

2021年度
(2020年12月～2021年

11月）

組織の概要

事業者名及び代表者名

所在地

環境管理責任者名及び連絡担当先　

認証登録の対象範囲は、全組織・全活動です。
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(9)

(10)

特定
建設業

（特-3）第14279号 令和8年11月17日 管工事業、土木工事業、建築工事業

一般
建設業

（般-3）第14279号 令和8年11月17日
機械器具設置工事業、消防施設工事業、

水道施設工事業

特定建設業・一般建設業の許可内容

許可区分 許可番号 許可の有効期間 建設業の種類

許可等の内容

組織図
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2　環境経営方針
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3　環境経営目標

2020年11月～2023年度の中長期の環境経営目標は下表のとおりです。
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全社

・水漏れを点検し、水漏れを修繕する。

・省エネを行う施設の管理

4　環境経営計画
2022年度の環境経営計画は、下表のとおり定めました。

環 境 経 営 計 画 （2021年12～2022年11月）

項　　　　　目

廣瀨

・不使用場所での消灯（トイレ、倉庫） ○ ○

環境活動の内容
総務・
営業
部門

工事・
建築・
保全
部門

主要な日程 責任者

エコ安全ドライブの
推進

安全運転・エコドライブの周知・指導 〇 〇 1月

末武

・車両の点検記録の管理 ○ ○ 通年
・車両の運転記録の管理 ○ ○ 通年
・安全運転教育の管理 ○ ○ 通年
・安全運転教育の実施 ○ ○ 通年

電
力
使
用
量
の
削
減

節電

空調管理の適正化

・冷房設定温度を28℃とする。 ○ ○ 夏季冷房期

・空調フィルターの定期的清掃。 ○ ○  年に2回

・使用していないエリアの空調停止。 ○ ○ 夏季及び暖房期

通年

・長期不使用時のパソコン・プリンターの電源オフ ○ ○ 通年

・昼休み時の消灯の励行 ○ ○ 通年

・天井照明の間引き照明 ○ ○ 通年

・残業時の不要箇所での消灯 ○ ○ 通年

待機電力の削減

・使用しないコンセントは抜く。 ○ ○ 通年

・効率の良い照明器具の採用を進める。（LED） ○ ○ 通年

化石燃料の削減
（灯油、ガス）

・暖房の設定温度を20℃に設定する。 ○ ○ 冬季暖房期

廣瀨
・不要箇所での暖房を停止する。 ○ ○ 冬季暖房期

・暖房運転時期を見誤らない。 ○ ○ 冬季暖房期

・温水の無駄な出し放しをしない。 ○ ○ 通年

エ
コ
安
全
ド
ラ
イ
ブ
の
推
進

エコドライブ
の実践

・エコドライブの周知 〇 〇 １月

末武

エコドライブの実践

・急発進、急加速を避ける。 ○ ○ 通年

・シフトアップは早めに、シフトダウンは遅めにする。 ○ ○ 通年

・一定速度の走行をする。 ○ ○ 通年

・経済速度での走行をする。 ○ ○ 通年

・不要なアイドリング運転を防止する。 ○ ○ 通年

日常整備

・エアエレメントはこまめに清掃する。 ○ ○ 通年

・タイヤ圧を適正に保つ。 ○ ○ 通年

・エンジンオイルは適正に管理する。 ○ ○ 通年

水使用量の削減

・節水啓発ステッカーを掲示する。 ○ 通年

山際

・水の出し放しをしない。 ○ 〇 通年

・洗車はストップバルブ付きのホースを用い行う。 ○ 〇 通年

・節水コマの計画的な導入を図る。 ○ 〇 １月～

○ 〇 通年

一般廃棄物の削減
(可燃ごみ）

・縮小印刷・ミスプリントの抑制等によるﾌﾟﾘﾝﾀｰ用紙
の節減

○ 〇 通年

山際・使用済み封筒の再利用 ○ 〇 通年

・廃棄物の保管は分別を徹底し、紙類はリサイクルに
回す。

○ 〇 通年

○ 通年

・発注者の指示に従い、リサイクルを徹底する。 ○ 通年

 ･廃棄物置場の管理を適切に行う。 〇 通年

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

設計・施工における
省資源・省エネの推進

・省資源・省エネ施設の情報収集 ○ ○ 通年

中島
・省資源・省エネ施設の提案 〇 ○ 通年

○ 通年

・施設の維持管理における省エネのためのアド
バイス

○ 通年

建設廃棄物の再資源
化の
推進

・分別を徹底し、リサイクル量を多くする。 〇 通年

山際
・資材の適正調達による残量の減量化を図る。 ○

5



5　環境経営目標の実績

   2022年度の環境経営目標の達成状況は下表のとおりです。中長期の3ヵ年の環境経営目標の基準年度
実績は、2019年度実績を用いスタートしましたが、電力・LPG・水使用量は、コロナ禍対応後の2021年度の
実績を基準としています。また、一般廃棄物排出量及び 設計・施工における省資源・省エネの推進につて
も、2021年度に実態を把握し、これを基準年実績として使用し2022年度以降の環境経営目標を定めていま
す、
環境経営目標に対して、灯油・LPG・ガソリン・水の使用量、二酸化炭素排出量、建設廃棄物の再資源化
率、設計施工における省資源、省エネの推進についての環境経営目標は、達成することが出来ました。一
方、電力使用量及び一般廃棄物排出量の環境経営目標は未達成となりました。
　以下に環境経営目標ごとの実績を示します。

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ △

△ ▲

購入電力の二酸化炭素排出係数は、2018年度東北電力㈱の調整後排出係数0.528㎏-CO2/kWhを使用

PRTR制度対象物質の使用はないため、化学物質使用量の削減に関する環境経営目標は設定していない。

〇

1件増 1件増

0.2ポイント増 0.９ポイント増

設計・施工における
省資源・省エネの推進

省エネに係る提案・
施工件数

2.0 3件 3件

3.8% ％

建設廃棄物の
再資源化の推進

％ 94.9 95.1以上 95.8 〇

一般廃棄物排出量の削減
（可燃ごみ）

kg 485.4 481 503.7 ×

1 ％

1 ％ 5.8% ％

水使用量の削減 ｍ３ 274 271 258 〇

計
二酸化炭素

排出量
〇

1 ％ 8.7%

kg 54,705 53,783 49,968

％

2 ％ 6.3% ％

LPG
kg 87.7 86.8 69.4 〇

ガソリン ℓ　 14,888 14,590 13,944 〇

1,173 1,149 218 〇

1 ％ 20.9% ％

×

化
石
燃
料
使
用
量

灯油

1 ％ 0.7% ％

2 ％ 81.4% ％

ℓ

電力・LPG・水の使用量の基準年実績は、コロナ禍対応後の実績である２０21年度実績とした。
2019年度では、未把握だった一般廃棄物排出量・省エネに係る提案・施工件数の基準年実績は、実態を把握した
2021年度の実績を基準年度実績とした。

環境経営目標の達成状況（2022年度）

項　　　　　目
単位

又は区分
（年間値）

基準年実績 2022年度(2021年12月～2022年11月）

2018年12月
～2019年11月

環境経営目標 実績 達成状況の評価

△対基準年度比削減率▲は同増加率
〇：目標達成

×：目標未達成

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

電力使用量の削減
kWh 32,163 31,841 31,944
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(5) 設計・施工における省資源・省エネの推進

 　設計・施工における省資源・省エネの推進については、2021年度に実態を把握し、2件と把握されまし
た。設計・施工における省資源・省エネの推進の環境経営目標は、これを基準として定めています。2022
年度の省エネに係る提案・施工件数の環境経営目標は1件増の3件以上としました。実績は,基準年実績の
1件増の3件で環境経営目標を達成しました。今後、この実績を踏まえ取組を進めていきます。

(1)　二酸化炭素排出量の削減
　　2022年度の二酸化炭素排出量の排出源である
 エネルギー種類別の排出内訳を下図に示しました。
　　 ガソリンが最も多く全体の64.7%を占めています。
 ガソリンは、本社及び工事現場の自動車の燃
 料に使用されています。ついで電力が33.8%を占め、
 灯油及びLPGガスは1%程度となっています。
以下にエネルギ―別の環境経営目標の実績を示します。

ア、電力使用量の削減
　　2022年度（2021年12月から2022年11月まで）の電力使用量の環境経営目標は、基準年実績（2020
　年12月～2021年11月の実績:：以下基準年実績という。）の1%削減の31,841kWh以下としました。実績
　は、基準年実績の0.7%削減の31,944kWhで、環境経営目標を達成することができませんでした。
　　電力使用量増加の主な要因は、感染防止のための換気の徹底による空調の稼働が増加したためと考
　えられます。

イ、　灯油使用量の削減
　　2022年度の灯油使用量の環境経営目標は、基準年実績(2019年度）の2%削減の1,149ℓ以下としまし
た。実績は、218ℓで、環境経営目標を達成しました。
　　灯油使用量が大きく減少した要因は、灯油を使用する現場事務所が少なくなり、使用量が減少しまし
た。
ウ、ガス（LPG)使用量の削減
　　2022年度のガス（LPG)使用量の環境経営目標は、基準年実績(2021年度）の1%削減の86.8㎏以下とし
ました。
    実績は、基準年実績の20.9%削減の69.4㎏で、環境経営目標を達成することができました。
    LPGは、給湯器の使用に用いられています。コロナ感染防止のため、清掃の強化、手洗いの徹底などを
行っていますが、こまめな節約活動が進みました。
エ、ガソリン使用量の削減
　　2022年度のガソリン使用量の環境経営目標は、基準年実績(2019年度）の2%削減の14,590ℓ以下としま
した。
　　実績は、基準年実績の6.3%削減の13,944ℓとなり、環境経営目標を達成することができました。
　　工事現場の業務が減少し、走行距離の減少やコドライブの実践により使用量の抑制が図られました。
オ、二酸化炭素排出量の削減
　　2022年度の二酸化炭素排出量の環境経営目標は、基準年実績の1%削減の58,783kg-CO2以下とし

　　ました。実績は、基準年実績の8.7%削減の49,868kg-CO2で環境経営目標を達成しました。

　　二酸化炭素排出量の64.7を占めるガソリン使用量の削減が、二酸化炭素排出量の削減につながりまし
た。
(2)水使用量の削減、

　　2022年度の水使用量の環境経営目標は、基準年実績の1%削減の271m3以下としました。
　　実績は、基準年実績の5.8%の削減で、環境経営目標を達成しました。
　　手洗いの徹底を進めましたが、節水の効果が認められました。

(3)一般廃棄物の削減
　　一般廃棄物の環境経営目標については、、2021年度に実態を把握し、485.4kgと把握されました。2022
年度以降の一般廃棄物排出量の環境経営目標は、これを基準として定めています。2022年度の一般廃棄
物排出量の環境経営目標は基準年度実績の1%削減の481kg以下としました。実績は基準年実績の3.8%の
503.7kgで環境経営目標は未達成となりました。コロナ感染の発生があり、清掃の徹底に伴う排出量の増
加があり、未達成となりました。

(4) 建設廃棄物の再資源化の推進
   2022年度の建設廃棄物の再資源化に係る環境経営目標は、2019年度（2018年12月～2019年11月）の
　再資源化率実績の0.2ポイント増の95.1%以上を環境経営目標とし、実績は95.8％で環境経営目標を達成
しました。
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評価区分（３：できた。２：一部できたが更に努力が必要。１：できなかった。)

継続
継続
継続

　2022年度の環境経営計画の実施状況を年3回点検しました。その評価点の平均値は下表のとおり
です。
2(一部出来たが更に努力が必要。）と評価された項目もあり、今後、評価点を向上させるため、取組
を行っていきます。次年度においても、現環境経営計画を継続して実施します。

・温水の無駄な出し放しをしない。 3.0

6　環境経営計画の取組結果とその評価

次年度の
取組

継続
継続
継続
継続
継続
継続
継続
継続

2.0

3.0

設計・施工における
省資源・省エネの推進

建設廃棄物の再資源
化

の推進

・分別を徹底し、リサイクル量を多くする。 3.0

・発注者の指示に従い、リサイクルを徹底する。 3.0
・廃棄物置場の管理を適切に行う。 3.0

・施設の維持管理における省エネのためのアドバイス 3.0

・省資源・省エネ施設の情報収集 2.0
・省資源・省エネ施設の提案 2.0
・省エネを行う施設の管理 2.3

・資材の適正調達による残量の減量化を図る。

2.3

エ
コ
安
全
ド
ラ
イ
ブ
の

推
進

エコドライブ
の実践

・エコドライブの周知 3.0

・エコドライブの実践

・急発進、急加速を避ける。 2.0
・シフトアップは早めに、シフトダウンは遅めにする。 3.0

・経済速度での走行をする。 2.7
・不要なアイドリング運転を防止する。 3.0
日常整備

・タイヤ圧を適正に保つ。 3.0

・一定速度の走行をする。

・エアエレメントはこまめに清掃する。 2.0

・エンジンオイルは適正に管理する。 2.0

2.3

・空調フィルターの定期的清掃。 2.3

・天井照明の間引き照明 2.7

・使用しないコンセントは抜く。 2.3

・使用していないエリアの空調停止。 2.7

・不使用場所での消灯（トイレ、倉庫） 2.7

・長期不使用時のパソコン・プリンターの電源オフ 2.3

・昼休み時の消灯の励行

待機電力の削減

2.7

・残業時の不要箇所での消灯 2.0

・効率の良い照明器具の採用を進める（LED)。

2.7

・不要箇所での暖房を停止する。 3.0

一般廃棄物排出量の
削減

（可燃ごみ）

・縮小印刷・ミスプリントの抑制等によるﾌﾟﾘﾝﾀｰ用紙の節減 2.0

・廃棄物の保管は分別を徹底し、紙類はリサイクルに回す。 3.0

水使用量の削減

・節水啓発ステッカーを掲示する。 3.0

・水の出し放しをしない。 3.0

・節水コマの計画的な導入を図る。 2.3

・洗車はストップバルブ付きのホースを用い行う。 2.3

・使用済みの封筒の再利用。 2.0

・水漏れを点検し、水漏れを修繕する。 3.0

電
力
使
用
量
の
削
減

節電

空調管理の適正化

・冷房設定温度を28℃とする。

環 境 経 営 計 画 点 検 結 果（2022年度）

項　　　　　目 環境活動の内容
評価点

（３段階）

全社

安全運転・エコドライブの周知・指導 3.0
・車両の点検記録の管理 3.0

エコ安全ドライブの
推進

・安全運転教育の実施 2.0
・安全運転教育の管理 3.0
・車両の運転記録の管理 3.0

二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減

化石燃料の削減（灯
油、ガス）

・暖房の設定温度を20℃に設定する。

・暖房運転時期を見誤らない。 3.0
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（1）次年度（2023年度）の環境経営目標について

7　次年度の環境経営目標と環境経営計画

次年度（2023年度）の環境経営目標は、P４　中長期の環境経営目標に示すとおりです。

（2）次年度（2023年度）の環境経営計画について

次年度（2023年度）の環境経営計画は、P8　環境経営計画の次年度の取組に示すとおりです。2022年
度の環境経営計画を継続して実施します。
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  ア　環境経営方針

  ウ　環境経営計画

  エ　実施体制

　　　　変更の必要性はない。

(2) 見直しの結果

(1) 全体の評価

　オ　その他環境経営システム

(1)環境関連法規等の遵守状況の確認結果

(2)違反、訴訟等の有無

　当社が規制対象となる下表の環境関連法令について、遵守状況を自主点検した結果、違反がないこ
とを確認しました。

建設リサイクル法

道路交通法

道路運送車両法

家電リサイクル法

大気汚染防止法

自動車リサイクル法

関係法令

　　　　現状の実施体制を維持する。

　　　　変更の必要はない。点検評価の更なる向上に努める事。

　　新型コロナ情勢の継続の中、環境経営目標の各項目の使用量等を注視し、目標達成、環境負荷
低減に努める事。環境経営目標は、変更の必要はない。

　当社は、関係当局から違反などの指摘は、過去３年間ありません。また訴訟もありません。

　イ　環境経営目標

オフロード法

代表者による全体評価と見直しの結果

建設業法

　新型コロナ情勢継続の中、環境経営目標の達成状況は、電力使用量、一般廃棄物排出量以外達成
となり評価できるが、更なる環境負荷低減に努める。また、環境経営計画の実施レベル(評価点)の向
上を行える様、啓発を行う。

フロン排出抑制法

石綿障害予防規則

環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

廃棄物処理法

　　　　環境経営方針策定後、事業等の変化はなく変更の必要性はない。

水質汚濁防止法

下水道法

新潟市産業廃棄物等の適正な処理の促進に関する条例

新潟市生活環境の保全等に関する条例

新潟県生活環境の保全等に関する条例

小型家電リサイクル法

騒音規制法

振動規制法

新潟市火災予防条例
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